
２
月
定
例
県
議
会
は
、
２
月
17
日
か
ら
３
月
24
日
ま
で
会
期
36
日
間
で
開
催
さ
れ
ま
し
た
。
共

産
党
県
議
団
か
ら
は
、
長
谷
部
淳
県
議
が
代
表
、
神
山
悦
子
県
議
が
追
加
代
表
質
問
を
行
い
、
阿

部
裕
美
子
県
議
が
一
般
質
問
、
宮
川
え
み
子
県
議
が
総
括
質
問
に
立
ち
ま
し
た
。
議
案
に
対
す
る

討
論
を
宮
本
し
づ
え
県
議
が
行
い
ま
し
た
。

福
島
県
内
の
原
発
全
10
基
の
廃
炉
を

求
め
る
意
見
書
や
決
議
が
、
県
内
の
59
市

町
村
す
べ
て
で
可
決
さ
れ
ま
し
た
。
原
発

事
故
が
起
こ
っ
た
年
の
２
０
１
１
年
９
月

議
会
で
請
願
を
全
会
一
致
で
採
択
し
た
県

議
会
と
合
わ
せ
、
第
二
原
発
も
含
め
た

「
10
基
廃
炉
」
で
全
自
治
体
の
足
並
み
が

そ
ろ
い
、
県
内
原
発
ゼ
ロ
が
ま
さ
に
「
オ

ー
ル
福
島
」
の
声
に
な
り
ま
し
た
。

2014 年 

3・4 月 

発 行 

日
本
共
産
党
福
島
県
議
会
議
員
団

県
庁
内
・
控
室

福
島
市
杉
妻
町
２
の
１
６

電

話

０
２
４
・
５
２
１
・
７
６
１
８

Ｆ
Ａ
Ｘ

０
２
４
・
５
２
３
・
３
２
５
６

日
本
共
産
党
県
議
団
は
、
長
谷
部
淳
県
議
の
代
表
質
問
で
安
倍
内

閣
が
示
し
た
原
発
再
稼
働
・
推
進
の
「
エ
ネ
ル
ギ
ー
基
本
計
画
案
」

を
厳
し
く
批
判
し
、
福
島
原
発
の
事
故
・
ト
ラ
ブ
ル
続
き
の
状
況
を

示
し
な
が
ら
、
福
島
原
発
の
収
束
に
こ
そ
全
力
を
あ
げ
る
べ
き
と
県

と
し
て
発
信
す
る
役
割
を
発
揮
す
る
よ
う
求
め
ま
し
た
。

平出孝朗県議会議

長は18日の代表者会

議で、「エネルギー基

本計画案が政府によ

り示される状況の

下、原発立地道県議

長協議会で原発再稼

働に向けた動きが活発化していくことは明らか」

と指摘し「引き続き、本協議会に加入しているこ

とには、強い違和感を覚える」と退会の理由を説

明。県議会各会派の代表もこれに同意しました。 

協議会からの退会を決めた県議
会代表者会議=３月 18日・県庁 

宮
川
県
議
は
総
括
質
問
で
、
検
査
体

制
・
タ
ン
ク
の
維
持
管
理
・
冷
却
停
止
・

ア
ル
プ
ス
の
相
次
ぐ
ト
ラ
ブ
ル
等
事
故

が
続
く
原
因
を
、
東
電
も
国
も
再
稼
働
に

突
き
進
む
中
で
福
島
原
発
収

束
の
た
め
の
費
用
も
人
材
も

十
分
な
対
応
を
し
て
い
な
い

か
ら
と
指
摘
。
国
・
東
電
に

対
し
増
強
を
求
め
る
よ
う
県

を
た
だ
し
ま
し
た
。

現
地
の
対
応
は
、
東
電
は

廃
炉
カ
ン
パ
ニ
ー
を
立
ち
上

げ
る
と
言
い
ま
す
が
、
現
在

の
１
０
５
０
人
を
50
人
増

や
す
だ
け
。
原
子
力
規
制
委

員
会
は
同
じ
く
17
人
体
制

（
第
一
原
発
10
人
・
第
二
原

発
６
人
・
統
括
官
１
人
）
を

10
人
増
や
す
と
い
う
が
現

地
配
属
は
不
明
、
エ
ネ
庁
に

い
た
っ
て
は
何
人
増
員
す
る

か
も
不
明
と
い
う
状
況
で

す
。
事
故
収
束
に
関
る
人
員

体
制
の
抜
本
的
な
強
化
・
改

善
が
必
要
で
す
。



安倍政権の原発固執、｢戦争する国｣づくりを批判 
その場しのぎの汚染水対策と「エネルギー基本計画案」に端的にあらわれる政府の原発

回帰に対して、県は厳格に対応すべきと求めました。

昨年の特定秘密保護法の強行、靖国参拝、消費税増税、社会保障改悪、集団的自衛権行

使や武器輸出三原則の廃止へ向けた国家安全保障戦略、新「防衛計画大綱」、「中期防衛

力整備計画」など平和と民主主義への挑戦、歴史に背を向ける暴走を批判し、知事に対

して、首相の靖国参拝をやめるよう求め地方自治を死滅に導く集団的自衛権行使容認に

は自治体の長としてきっぱり異議申し立てをすべきと求めました。知事が自分の考えを

示すことは全くありませんでした。

ブラック企業対策で目に見える取り組みを 
ブラック企業対策について、実態の把握や是正の申し入れや企業名の公表、相談窓口の

拡充を求めました。ＴＰＰを前提とした農業問題、子育て支援などについても質しまし

た。

原発労働者に危険手当と健康管理を 
事故収束作業に対する危険手当が必ず労働者の手元に届くように、また、健康管

理に県が役割を発揮するように求めました。知事は、原発労働者の待遇改善や健康

管理を適切に行う事は、原発の事故収束と多くの県民を含む原発労働者の健康を守

ることにつながり大変重要と答弁しました。 

第一原発「給食センター」が来春オープン 
原発労働者向けの給食センターが 2015 年３月頃オープンすることがわかりまし

た。常磐道富岡ＩＣ付近、富岡町に隣接する大熊町に設置される予定で、一日３０

００食の給食が提供できると言います。共産党が議会内外で原発労働者の労働条件

の向上に取り組み、国と東電に給食センターや休息場所の整備などを求めてきたこ

とが一定みのりました。給食の提供にあたってはできるだけ安価な料金でと求めま

した。 

災害から障がい者守れる施策を！ 
東日本大震災における被災３県の障がい者の死亡率は健常者の２倍にも上るとい

うＮＨＫ調査を示しながら、障がい者に過酷な影響が及んだことは福祉政策面の弱

さが震災時に露呈したものと指摘。視覚や聴覚が不自由で津波から自力で逃げるこ

とが出来なかったなどの事例を示し見解を求めたことに対し、県は改正災害対策基

本法に基づき、障がい特性等が反映されるようにすると答えました。

原発被害と雪害に苦しむ農家に手厚い支援を 
雪害対策問題について、原発事故、風評被害、雪害とトリプルパンチを受けた農家

が困難に立ち向かえるよう、万全の支援を求めました。知事は「被災農業者の力強

い再起に向けて先般決定した災害特別資金による支援に加え、農業者の負担を大幅

に軽減できるよう、国の支援事業の内容も踏まえ、対象施設等の大幅な拡大を含め

新たな県独自の支援策を検討するとともに、農作物の生産確保に向けた技術指導を

徹底し、雪害対策に万全を期する」と答弁しました。 

旧警戒区域ではじめて避難指示が解除される田村市都路町の住民と懇談。（左から木村高雄田村市議、高橋ちづ子
衆院議員、神山悦子県議、長谷部淳県議）=２月５日・田村市 

昨
年
末
に
安
倍
政
権
が
示
し

た
「
指
針
」
は
、
被
害
者
で
あ
る

住
民
と
自
治
体
に
上
か
ら
の
線

引
き
で
格
差
を
持
ち
込
み
、
加
害

者
で
あ
る
東
京
電
力
を
、
国
民
の

税
金
と
電
気
料
金
に
よ
っ
て
救

済
す
る
と
い
う
も
の
で
す
。

事
故
前
に
ど
こ
に
住
ん
で
い

た
か
や
避
難
の
有
無
に
か
か
わ

ら
ず
す
べ
て
の
被
災
者
が
生
活

と
生
業
を
再
建
で
き
る
ま
で
国

と
東
京
電
力
が
責
任
を
も
っ
て

等
し
く
支
援
す
る
こ
と
を
大
原

則
と
し
て
す
え
る
べ
き
で
す
。

原
子
力
損
害
賠
償
紛
争
審
査

会
中
間
指
針
第
４
次
追
補
は
、

帰
還
困
難
区
域
の
住
民
に
の

み
、
一
人
７
０
０
万
円
を
「
故

郷
喪
失
慰
謝
料
」
と
し
て
一
括

賠
償
す
る
と
し
て
い
ま
す
。
し

か
し
、
避
難
解
除
が
さ
れ
た
と

し
て
も
、
元
の
地
域
に
帰
還
す

る
か
ど
う
か
は
原
発
事
故
被
害

の
場
合
、
一
人
ひ
と
り
の
避
難

者
の
判
断
が
尊
重
さ
れ
る
べ
き

で
す
。

避
難
指
示
解
除
を
４
月
に
控

え
る
田
村
市
都
路
地
区
の
住
民

と
県
議
団
が
懇
談
し
た
際
に

は
、
放
射
線
の
問
題
と
合
わ
せ

て
、
生
活
イ
ン
フ
ラ
の
整
備
や
、

避
難
を
継
続
し
て
も
賠
償
や
支

援
が
打
ち
切
ら
れ
て
し
ま
う
の

で
は
と
い
う
不
安
が
語
ら
れ
ま

し
た
。

避
難
指
示
の
有
無
に
被
害
を

わ
い
小
化
せ
ず
、
被
害
の
実
態

に
見
合
っ
た
賠
償
が
行
わ
れ
る

よ
う
、
国
と
東
京
電
力
に
責
任

を
果
た
さ
せ
る
こ
と
こ
そ
重
要

で
す
。

避難区域と賠償を連動させるな！ 
政府「復興指針」と賠償「中間指針第４次追補」は、住民分断と賠償・支援打

ち切りの方向が明らかと指摘し、すでに 2012 年８月で賠償金が打ち切られた川

内村や広野町、南相馬市原町区の避難住民の生活が大変になっている実例を紹

介。避難指示解除後１年での賠償打ち切り方針の見直し、山林等を含めた再除

染の必要性を国に強く求めるよう質しました。 

子どもの健康、教育環境の支援を 
甲状線検査の充実と未受診者の解消について、県は学校や身近な医療機関での

実施めざすと答弁。小中学校の普通教室へのエアコン設置、学校耐震化、あぶ

くま養護学校の分校は新設で、養護教諭の増員、就学援助制度の周知徹底を求

めました。国の高校授業料見直しによって、県立高校で約 3000 人、私立高校で

約 450 人の生徒が無償化対象からはずれるとの答弁に対し、県が数億円出せば

無償化が継続できると指摘。女性職員の幹部登用も求めました。

政
府
は
、
原
発
推
進
の
「
エ
ネ
ル
ギ
ー
基

本
計
画
」
を
閣
議
決
定
す
る
た
め
に
準
備
を

急
い
で
い
ま
す
。
原
発
を
「
重
要
な
ベ
ー
ス

ロ
ー
ド
電
源
」
と
位
置
づ
け
、
将
来
に
わ
た

り
維
持
・
推
進
し
よ
う
と
す
る
も
の
で
あ

り
、
①
被
害
を
上
か
ら
目
線
で
線
引
き
し
分

断
と
幕
引
き
を
は
か
り
、
②
加
害
者
で
あ
る

東
京
電
力
は
、
国
民
の
税
金
と
電
気
料
金
に

よ
っ
て
救
済
す
る
―
と
い
う
安
倍
政
権
の

エ
ネ
ル
ギ
ー
政
策
で
の
暴
走
と
も
い
う
べ

き
も
の
で
す
。

３
年
た
っ
て
も
１
３
万
４
千
人
も
の
県
民

が
ふ
る
さ
と
に
帰
れ
な
い
厳
し
い
状
況
に
お

か
れ
、
関
連
死
は
１
６
８
８
人
に
も
の
ぼ
っ

て
い
ま
す
。
福
島
原
発
事
故
の
原
因
も
明
ら

か
に
で
き
ず
、
汚
染
水
対
策
で
大
変
な
困
難

に
直
面
し
て
い
る
実
態
を
直
視
し
、
再
稼
働

や
原
発
輸
出
に
前
の
め
り
の
国
の
「
エ
ネ
ル

ギ
ー
基
本
計
画
案
」
に
県
と
し
て
き
っ
ぱ
り

と
反
対
す
べ
き
で
す
。

“中間貯蔵”では避けがたい矛盾に 

 「中間貯蔵」というのは中途半端で責任を回避す

るやり方で、最終処分の方法・時期について明示さ

れないままでは、議論が避けがたい矛盾に入り込む

ことになります。

県外移送「法制化」は問題の先送り 

 県外への持ち出しについて、県は「法制化」を求

めていますが、「法制化」すれば最終処分の方法や

場所が決まるというものではありません。30 年先

への問題の先送りは、解決にならないどころか、む

しろ問題をより複雑にし解決困難なものにするこ

とになるのではないでしょうか。

除染をすすめるために 

国の責任ある対応を 

いま必要なことは、国の責任において地域「仮置

き」の期限を明示し、その上で、放射性廃棄物の最

終処分の方法・時期について専門家の知見も総結集

しながら、国民・住民の合意のもとに具体化を図る

ことです。



Ｐ

２
月
の
連
続
し
た
豪
雪
に

よ
り
県
内
各
地
で
の
被
害
額

は
農
業
施
設
を
中
心
に
10
億

円
に
上
り
ま
し
た
。
共
産
党
県

議
団
は
、
高
橋
ち
づ
子
衆
院
議

員
、
市
町
村
議
員
と
連
携
し
現

地
調
査
を
行
い
ま
し
た
。

聞
き
取
り
し
た
要
求
を
も

と
に
２
月
25
日
に
県
交
渉
を

行
い
、
県
の
支
援
制
度
の
抜
本

的
見
直
し
で
被
災
農
家
を
救

済
す
る
よ
う
求
め
ま
し
た
。

新
し
い
支
援
制
度
は
①
壊
れ

た
ハ
ウ
ス
の
撤
去
費
用
は
国
と

県
で
10
割
支
援
す
る
、
②
ハ
ウ
ス

の
復
旧
費
用
は
国
５
割
、
県
４
分

の
１
、
市
町
村
と
農
家
で
４
分
の

１
の
負
担
と
す
る
、
③
再
生
産
に

必
要
な
種
や
苗
は
県
独
自
に
３

分
の
１
、
市
町
村
と
農
家
で
３
分

の
２
の
負
担
と
す
る
―
と
い
う

内
容
で
す
。

申
請
は
市
町
村
・
Ｊ
Ａ
で
受
け

付
け
て
い
ま
す
。

県
は
市
町
村
の
エ
ア
コ
ン
設
置
に
対
す
る
助

成
要
求
を
受
け
て
、
助
成
基
準
額
を
引
き
上
げ
ま

意 見 書 ・ 請 願  等                      共 自 公 民 未 み  

｢30 人学級｣等少人数学級編制のさらなる充実と改善を求めることについて （請願） ○ × × × × ○ 否

小中学校の複式学級を解消することについて  （ 〃 ） ○ × × × × ○ 否

情緒障害児短期治療施設の早期設置を求めることについて （ 〃 ） ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可

県内のきのこ原木産業の復興を求めることについて （ 〃 ）  ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可

社会保障制度改革プログラム法案の撤回を求める意見書 ○ × × × × ○ 否

資格要件を欠くＮＨＫ経営委員の罷免とＮＨＫ会長の交代を求める意見書 ○ × × × ○ ○ 否

特定秘密保護法の廃止を求める意見書      ○ × × × ○ ○ 否

原発を維持するエネルギー基本計画に反対する意見書        ○ × × × × ○ 否

｢手話言語法｣（仮称）の制定を求める意見書   ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可

地方教育行政への国や首長の関与の強化に反対する意見書  ○ × × × × ○ 否

共=共産党県議団 自=自民党会派 公=公明党 民=民主県民 未=ふくしま未来ネット み=福島・みどりの風

農民連などが中心になり、住民の出資でつくられた太陽

光発電施設で説明を受ける紙智子参院議員と神山、阿部、

宮川の三県議=2013 年 11 月１日・伊達市 

大雪によるハウス被害を聞き取る神山、宮川、宮本の３
県議と橋本・丸本両須賀川市議=２月 22日・須賀川市 

県
の
一
般
会
計
予
算
案
な
ど
に

対
し
、
宮
本
し
づ
え
県
議
が
反
対

討
論
を
し
ま
し
た
。

主
な
理
由
と
し
て
、
①
消
費
税

増
税
を
前
提
と
し
、
国
に
納
付
す

る
必
要
の
な
い
も
の
ま
で
引
き
上

げ
が
含
ま
れ
て
い
る
、
②
暮
ら
し

破
壊
、
原
発
再
稼
働
で
復
興
の
障

害
と
な
る
安
倍
政
権
暴
走
に
毅
然

と
対
峙
す
る
姿
勢
が
希
薄
で
は
、

事
故
収
束
も
進
ま
ず
県
民
の
安
全

も
暮
ら
し
も
守
れ
な
い
、
③
大
企
業

へ
の
補
助
金
を
含
む
企
業
立
地
補

助
金
に
２
０
０
０
億
円
を
見
込
む

の
と
比
較
し
て
も
、
県
民
一
人
ひ
と

り
に
寄
り
添
い
、
住
ま
い
と
生
活
再

建
を
支
援
す
る
施
策
が
不
十
分
―

を
指
摘
し
ま
し
た
。

請
願
に
基
づ
く
「
原
発
を
維
持
す

る
エ
ネ
ル
ギ
ー
基
本
計
画
に
反
対

す
る
意
見
書
」
は
可
決
す
べ
き
と
述

べ
ま
し
た
が
、
共
産
、
福
島
・
み
ど

り
の
風
の
２
会
派
の
み
の
賛
成
で

否
決
と
さ
れ
ま
し
た
。

（
右
の
表
を
参
照
）

て
い
ま
す
。

今
回
の
県
議

会
で
は
県
内
七

つ
の
地
域
に
配

置
し
た
コ
ー
デ

ィ
ネ
ー
タ
ー
に

よ
る
相
談
対
応

や

事

業

化

支

援
・
研
修
会
・

再
生
エ
ネ
飛
躍
的
導
入
と
地
産
地
消
で

経
済
も
雇
用
も

再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
飛
躍
的
導
入
と
エ
ネ

ル
ギ
ー
の
地
産
地
消
で
こ
そ
、
経
済
も
雇
用
も
前

進
さ
せ
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。
原
発
事
故
を
経
験

し
た
福
島
県
だ
か
ら
こ
そ
の
取
組
み
が
求
め
ら
れ

住
宅
用
太
陽
光
発
電
設
備
へ
の
補
助
事

業
な
ど
、
福
島
発
電
株
式
会
社
と
も
連

携
し
、
地
元
に
密
着
し
た
多
種
多
様
な

発
電
設
備
の
運
用
管
理
、
県
民
参
加
型

フ
ァ
ン
ド
に
よ
る
資
金
調
達
な
ど
が
福

島
県
で
も
は
じ
ま
っ
て
い
る
こ
と
が
わ

か
り
ま
し
た
。

再
生
エ
ネ
で
ド
イ
ツ
は
雇
用
を

大
き
く
前
進

県
は
、
今
年
２
月
に
ド
イ
ツ
の
ノ
ル

ト
ラ
イ
ン
＝
ヴ
ェ
ス
ト
フ
ァ
ー
レ
ン
州

と
覚
書
を
締
結
。
人
口
約
１
８
０
０
万

人
の
州
で
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
関
連

企
業
は
３
４
０
０
社
・
従
業
員
数
は
約

２
万
４
千
人
に
も
な
っ
て
い
る
こ
と
が

し
め
さ
れ
ま
し
た
。

討論する宮本県議 

=３月 24 日・本会議 

県への申し入れ=２月 25日・県庁 

し
た
。
補
助
率
は
３
分
の
１
で
す

が
、
基
準
額
の
ア
ッ
プ
で
２
０
１

１
年
度
の
２
分
の
１
の
補
助
率
に

匹
敵
す
る
助
成
と
な
り
ま
す
。

新
年
度
分
を
含
め
エ
ア
コ
ン
設

置
自
治
体
は
３
３
市
町
村
。
今
な

お
、
放
射
能
へ
の
保
護
者
の
不
安

が
継
続
し
て
お
り
、
エ
ア
コ
ン
設

置
は
待
た
れ
て
い
た
施
策
で
あ

り
、
県
民
の
要
求
が
一
歩
前
進
し

ま
し
た
。


